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住民発意のまちづくり活動
有識者による住民誘導の
まちづくり活動(ヒルサイド）

代官山地域のまちづくり活動

住民発意のまちづくり活動
1987年 代官山駅の復旧を促進する（雪だるまの会）
2001年 代官山の良好な生活環境を守会発足
2002年 代官山タウンワーク第2回（落書き消し）
2003年 代官山の明日を考える会発足
2004年 代官山ステキな街づくり協議会発足
2006年 代官山ステキな街づくり協議会認可団体となる

有識者による住民誘導のまちづくり活動
1978〜1982年 代官山交換バザール
1982年 ヒルサイドテラスにてＳＤレビュー建築展
1987年 ヒルサイドプラザ音楽会
1996年 代官山ステキ委員会発足（アドレス開発）
1999年 代官山インスタレーション
2000年 アーバンビレッジ代官山構想
2006年 代官山ステキ総合研究所
2007年 ヒルサイドクラブ

代官山地域のまちづくり活動
1978〜1982年 代官山交換バザール
2001年 代官山タウンワーク第1回（落書き消し）
2002年 旧朝倉邸と庭園の保存を考える会（2005年重要文化財）
2003年 旧山手通りの地区計画への働きかけ（2004年地区計画決定）
2003年 猿楽祭り（地域交流と代官山まちづくり啓蒙活動）
2004年 エコモーション活動
2005年 代官山代スキマップ発行
2006年 代官山ステキ総合研究所（ＮＰO)設立サロン活動
2006年 代官山ひまわりガーデン活動・代官山の魅力の源泉DVD作成
2007年 代官山春花祭
2007年 わがまちルール（代官山ルール）登録
2010年 商店環境を考える会→2011年代官山商店会発足
2011年 まちづくりの哲学連続セミナー（2016年まちづくりの哲学発刊）
2011年 代官山景観写真集発刊（DAIKANYAMA SCENE)
2013年 旧山手通りを考える会→2019年歩道橋の撤去
2013年 代官山コンシェルジュスタート→2017年活動を代スキ会に引継
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代官山地域の特性

・明治期は代官山の台地に屋敷地が点在

・これを支える御用聞き商店と職人のまち

→階層性のある居住地域

・1927年同潤会代官山アパート完成により

階層間の中間層が生まれる→3層構造のまち

・戦後屋敷跡地が官舎・社宅等に（中間層の増加）

・1955年東急代官山アパート完成（文化人・芸能

人）

・1969年ヒルサイドテラス第Ⅰ期完成

屋敷街の塀が取り払われた（階層の融合）

・2000年アドレス完成

→高層化、開発の契機

アドレス完成後代官山がドラステッックに変化

それまで周辺環境とのバランスを保っていた

社宅や寮が開発種地としてクロースアップされ

環境が一変する危機を迎えた

代官山ルール策定経緯

・2001年高層ビルの建て替え計画が契機

→地元専門家と地域住民が一体となり活動

・代官山地域の良好な生活環境を守会発足

→代官山らしいまちの将来に向け地区計画策定

→地元町会・行政支援を受ける組織に向け始動

・2003年代官山の明日を考える会として、町会長、

有識者、行政との勉強会

→旧山手通りの地区計画策定

・2004年代官山ステキなまちづくり協議会発足

→渋谷区のまちづくり条例策定に寄与（2005年11月）

・2006年5月同条例による第一号認定団体となる

→行政との強い繋がり（定期的な意見交換情報共有）

→条例に基づき代官山の特性を生かせる

・2007年わがまちルールを区に登録

（ルール無きルールに区が難色し登録に1年以上かかる）
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2001年 総合設計に関する意見書
有識者17名
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・良好な住環境の維持・形成を図る

わがまちルール策定範囲
04



・2007年 わがまちルール策定呼びかけ
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・2007年 わがまちルール策定活動期間
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・2007年 わがまちルール運用会議会則 運用会議規則・取組
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・2007年 わがまちルール策定活動期間 「対話」=ルール
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総合設計制度の協議義務化・2008年 わがまちルール活動
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・2013年 わがまちルール活動 ガイドライン作成
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代官山地域の建物計画に関する原則（事業者へのお願い）

1. 周辺との連続性や調和に十分留意してください

2. 地域住民が親しめる、文化的な施設にしてください

3. 開放性の高い場所にしてください

4. 建物を複合用途にしてください

5. 話し合いの継続をお願いします

6. 話合いで得られた私たちの考えを計画に反映して
ください

7. 周辺と調和のとれた建物規模にしてください

8. 土地建物を可能な限り自社で所有し続けてください
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